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この法律では，中小企業は以下のように定義されている（中小企業基本法第 2 条）。 
① 製造業，建設業，運輸業その他の業種（②から③以外の業種） 
資本金の額または出資の総額が 3 億円以下の会社または常時使用する従業員の数が
300 人以下の会社，および，常時使用する従業員の数が 300 人以下の個人  
② 卸売業 
資本金の額または出資の総額が 1 億円以下の会社または常時使用する従業員の数が
100 人以下の会社，および，常時使用する従業員の数が 100 人以下の個人 
③ サービス業 
資本金の額または出資の総額が 5,000 万円以下の会社または常時使用する従業員の
数が 100 人以下の会社，および，常時使用する従業員の数が 100 人以下の個人  
④ 小売業 
資本金の額または出資の総額が 5,000 万円以下の会社または常時使用する従業員の 


































                                                   



















































































































































































中小企業の会計について，本格的な検討が開始されたのは，2002 年に商法（明治 32 年
法律第 48 号）が改正されてからである2。この改正は，国際会計基準との調和をとるために，

























5 武田隆二（2002a），5 頁。 

























商法の特例に関する法律12（昭和 49 年法律第 22 号）（以下，「商法特例法」という）にお
ける大会社の子会社は対象外としている（Ⅰ．中小企業の会計（総論）（対象となる会社））。 
 次に，この報告書は，中小企業の会計を考える枠組みとして以下の５つを示し，これら
                                                   
7 第 154 回衆議院法務委員会（2002 年 4 月 19 日決議）第 11 号，本会議（2002 年 4 月 23 日決議）第 27 号。 
8 第 154 回参議院法務委員会（2002 年 5 月 21 日決議）第 15 号，本会議（2002 年 5 月 22 日決議）第 26 号。 
9 品川（2012a），14 頁。 





























 中小企業庁が 2002 年に公表した報告書で，「専門家団体等による今後の検討」の一つと
して，日本税理士会連合会は中小企業の会計に関して具体的な検討を開始した。2002 年 3
月に「中小会社会計基準研究会」を設置し，中小企業庁の研究会と連携しながら，中小企




                                                   































                                                   
14 日本税理士会連合会（2002），1 頁。 
































                                                   
































                                                   






























                                                   
18 山下（2012），20 頁。河﨑，万代（2012），7 頁。品川（2012a），17 頁。 
19 山下（2012），20～22 頁。河﨑，万代（2012），208～210 頁。 































                                                   
21 河﨑・万代（2014），7 頁。河﨑（2014a）では，中小企業会計に関する日本税理士会連合会と日本公認会計協会の
認識が，必ずしも同一でなかったことがある種の制度的な混乱を引き起こす結果となったと指摘している（10 頁）。 

































































                                                   












                                                   




















































































 抽出標本数 :8,000 件  
 調査対象 :建設業，製造業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，飲食業・宿泊業，不動産業，サービス業の中小企    
















 調査実施期間:平成 22 年 11 月 15 日(月)~12 月 10 日(金)  
 回収標本数 :1,808 件  

























                                                   




















































































                                                   
30 河﨑，万代（2012），19～20 頁。 
31 本稿では，法人の所得を課税標準とした税として，国税である法人税，地方税である事業税，地方法人特別税，法
人税額を課税標準とした地方税である法人都道府県民税，法人市町村民税を総称として法人税等としている。なお，




  （出典）中小企業庁「平成22年度中小企業の会計に関する実態調査事業集計・分析結果[報告書]」 
 











































（出典）中小企業庁「平成 22 年度中小企業の会計に関する実態調査事業集計・分析結果[報告書]」一部筆者加工 
  
図１－６は，会計専門家などに会計・税務業務を委託した場合の年間報酬の分布表であ
る。専門家報酬の最も多い層は，50 万円以上 100 万円未満で 43.8%を占めている。年間に
50 万円以上の負担を行っている中小企業は全体の 64.7%である。会計専門家に会計事務を
委託する場合は，月次と年次が考えられる。月次で会計，税務の顧問契約を結ぶ場合には，
                                                   





























（出典）中小企業庁「平成 22 年度中小企業の会計に関する実態調査事業集計・分析結果[報告書]」一部筆者加工 
 
 これによると，会計参与に支払う報酬は 50 万円未満が 53.8%であり，会計参与制度の利





























 この場合，会計参与報酬が 300 千円の場合は借入金の残高が 37,500 千円，会計参与報酬













は，金利を 0.2%優遇する制度を設けてられている35。この制度では，借入金 10,000 千円に
つき，利息が 20 千円軽減される。つまり，10,000 千円借入残高がある中小企業で，会計に
指針や会計要領に対応するための費用が 20 千円未満でなければ，金利面だけでメリットを























 これを受けて，品川（2012c）では，2009 年 9 月に，日本商工会議所は「非上場企業の




































  ② 株主，債権者や取引先等の利害関係者にとって有用な情報を表すこと 







                                                   






























                                                   
37 品川（2012d），32 頁。 
38 品川（2012d），32 頁。 
39 企業会計基準委員会（2010），10 頁。 


























                                                   
41 中小企業庁（2010），34 頁。 








































                                                   





































                                                   
































                                                   






























合同会社が規定されている（会社法第 2 条第 1 項第 1 号）49。このうち合名会社，合資会社，
および合同会社を持分会社と総称している（会社法第 575 条第 1 項）。また，平成 18 年 5
月 1 日に会社法が施行されたことに伴い，有限会社法（昭和 13 年法律第 74 号）が廃止さ
れた。これにより，有限会社法を根拠に設立された有限会社は，会社法上の株式会社とし
て存続することとなった（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17 年
法律第 87 号）（以下「整備法」という）第 2 条第 1 項）。この旧有限会社を「特例有限会社」






                                                   
48 神田（2013），8 頁。ただし，特例有限会社を新設することはできない。 
49 株式会社（特例有限会社を含む）が 2,412,025 社，合名会社が 4,218 社，合資会社が 21,462 社，合同会社が 20,728
社である。国税庁（2014），158 頁。 
50 江頭（2008）では，昭和 41 年以降は，定款の定めにより譲渡制限を付すことができるので「株式の自由譲渡性」
を株式会社の特色ということはできないとしている（238 頁）。 






る（会社法第 25 条第 1 項）。発起人は，株式引受後遅滞なく出資を履行しなければならず
（会社法第 34 条第 1 項），募集株式の引受人は発起人が定めた払込期日までに，発起人が
指定した銀行等の払込みの場所において，引受けた株式の全額を払い込まなければならな







を限度と規定（会社法第 104 条）と関連する。 
④は，株式会社は 1 名または 2 名以上の取締役を置かなければならないという規定（会






第 2 項）。 






                                                   
52 神田（2013），27 頁。 





 まず，会社の規模については，次の 2 つのいずれかに該当する会社を大会社と規定して
いる（会社法第 2 条第 1 項第 6 号）。 
 
 ① 最終事業年度の貸借対照表に資本金として計上した額が 5 億円以上であること 










 次に，株主の数による分類とは，議決権を有する株主の数が 1,000 人以上である場合に
は，株主総会に出席しない株主が書面で議決権の行使ができるようにしなければならない
ということである（会社法第 298 条第 2 項）。この場合，株主に対して議決権の行使につい
て参考となるべき事項を記載した書類と議決権を行使するための書面を交付しなければな













認を必要とする旨を定款に定めることができるとしている（会社法第 107 条第 2 項，会社
法第 108 条第 1 項第 4 号）。このように，譲渡に際して，当該株式会社の承認を要する株式
を譲渡制限株式と定義している（会社法第 2 条第 1 項第 17 号）。また，株式に譲渡制限株
























                                                   









扱いをしている。しかし，貸倒引当金の設定（法人税法第 52 条第 1 項第 1 号）や所得金額











る場合におけるその会社をいう。」を同族会社として定義している（法人税法第 2 条第 1 項
第 10 号）。 
つまり，同族会社とは，3 人以下の株主により，その会社の発行済株式数や出資の総数金
額の 50%超を有している会社のことである。この株主には，当該株主と特殊な関係にある






















２．同族関係者となる法人（法人税法施行令第 2 項～第 4 項） 
① 会社の株主等の 1 人（個人である場合には，その特殊の関係のある個人を含む）
が他の会社の発行済株式数または出資の総数または総額の 50％超を有する場合
や 50％超の議決権59を有している場合における当該他の会社 
② 会社の株主等の 1 人と①に掲げる会社が他の会社の発行済株式数または出資の
総数または総額の 50％超を有する場合や 50％超の議決権を有している場合にお
ける当該他の会社 







                                                   
56 6 親等内の血族，配偶者，3 親等内の姻族（民法第 725 条）。 
57 末永（2012），139 頁。 
























人税法第 2 条第 1 項 12 の 7 の 6 号）。 


















     完全支配関係 ①              完全支配関係 ② 
 
 
         一の者                     一の者 
 
          100％保有       100％保有          60％保有 
 
 
   法人１               法人１         法人２ 
                             40％保有 
 「一の者と法人１」＝ 完全支配関係               「一の者と法人１」＝ 完全支配関係 
  一の者が法人の発行済株式等の全部を               一の者が法人の発行済株式等の全部を 
  直接保有する関係                        直接保有する関係 
                                                  「一の者と法人２」＝ 完全支配関係 
                                  一の者が法人の発行済株式等の全部を 
                                  間接に保有する関係 
                                                  「法人１と法人２」＝ 完全支配関係 
                                  一の者との間に当事者間の完全支配関係が   







とされている(法人税法施行令第 4 条の 2 第 2 項)。 
このような完全支配関係が存在する法人間で資産の譲渡等の取引を行った場合，資産の
譲渡等による譲渡損益を認識せず，グループ法人外へ売却されたときや除却されたとき，
完全支配関係が終結したときなどまで譲渡損益の認識を繰延べる（法人税法第 61 条の 13）
など，通常の独立第 3 者の法人間の取引とは異なる規定がいくつか存在する60。 
                                                   
60 法人による完全支配関係によるグループ法人内の法人間の寄付金の損金不算入制度（法人税法第 37 条第 2 項），法
人による完全支配関係によるグループ法人内の法人間の受贈益の益金不算入制度（法人税法 25 条の 2），グループ法
人内の法人間の現物分配（法人税法第 2 条第 12 の 6 号，第 12 の 15 号，第 62 条の 5 第 3 項），グループ法人内の法
人からの受取配当金等の益金不算入（法人税法第 23 条第 1 項，第 4 項，第 5 項），グループ法人内の法人の株式の発














その定義については政令に委任されている（租税特別措置法第 42 条の 4 第 12 項第 5 号）。
租税特別措置法における中小企業者は次のように定義されている（租税特別措置法施行令
第 27 条の 4 第 10 項）。 
 
① 資本金の額または出資の金額が 1 億円以下の法人で次の（１）と（２）を除いた法人 
（１）その発行済株式または出資の総額の 2 分の 1 以上が同一の大規模法人に所有され
ている法人 
（２）その発行済株式または出資の総額の 3 分の 2 以上が大規模法人に所有されている
法人 










該試験研究費の額の 100 分の 12 に相当する金額（以下この項及び第 12 項第 7 号において「中小企業者等税額控除
限度額」という。）を控除する。ただし，当該中小企業者等税額控除限度額が，当該中小企業者等の当該事業年度の
所得に対する法人税の額の 100 分の 20 に相当する金額を超えるときは，その控除を受ける金額は，当該 100 分の 20








資本金または出資金の総額が 1 億円以下の法人であっても，同一の大規模法人に 2 分の 1





 さらに，各事業年度終了の時において，①資本金の額または出資金の額が 5 億円以上で















                                                   
62  軽減税率，特定同族会社の特別税率の不適用，貸倒引当金の法定繰入率，交際費等の損金不算入制度における定額
控除制度，欠損金の繰り戻しによる還付制度が不適用となる（法人税法第 66 条第 6 項，第 67 条，第 81 条 の 12 第
6 項，第 143 条第 5 項，法人税法施行令第 139 条 の 6 の 2，第 189 条，租税特別措置法 42 条 の 3 の 2，第 57 条 の
10 第 1 項，第 61 条の 4 第 1 項，第 66 条 の 13，第 68 条 の 8，第 68 条 の 59 第 1 項，第 68 条 の 66 第 1 項，第












資本金等の額 特定同族会社63 同族会社 非同族会社 合計 
1,000 万円以下 5  2,104,009  60,526  2,164,540  
1 億円以下 19  311,738  26,627  338,384  
5 億円以下 4,709  7,002  2,965  14,676  
5 億円超 778  3,954  2,409  7,141  















の額が 1 億円以下の法人は除くが，資本金の額または出資金の額が 5 億円以上の法人等に完全支配されている法人は
特定同族会社に含める。ただし，清算中の法人は除く（法人税法第 67 条）。 
64 会社法上の大会社の定義は資本金の額 5 億円以上であるため，資本金の額が 5 億円の会社はこの 7,141 社の中には
含まれていない。金融庁企業会計審議会の平成 22 年 3 月 26 日に提出された資料によると会社法上の非上場の大会社































                                                   






























                                                   
66 高木（2010），17 頁。 































1 億 円   
未 満 
1 0 億 円  
未 満 
1 0 億 円  
以 上 
支 払 手 形 1.9 0.7 3.0 4.2 3.3 0.8 
買 掛 金 9.5 7.4 8.1 10.7 15.2 8.7 
短 期 借 入 金 （11.3） （18.5） （13.0） （11.2） （12.3） （9.5） 
 金融機関借入金 7.1 5.5 7.8 9.0 8.2 6.4 
その他の借入金 4.2 13.0 5.2 2.2 4.1 3.1 
社 債 3.6 0.1 0.8 1.4 0.7 6.3 
長 期 借 入 金 （18.6） （40.5） （27.8） （20.6） （11.6） （13.2） 
 金融機関借入金 15.0 27.0 22.3 18.0 8.3 11.4 
その他の借入金 3.6 13.5 5.5 2.6 3.3 1.8 
そ の 他 17.7 20.6 13.4 18.5 19.0 18.8 
自 己 資 本 37.4 12.2 33.9 33.4 37.9 42.7 






































                                                   







 中小企業基本法 会社法 法人税法 





卸 売 業 資本金≦１億円または従業員100人以下 
小 売 業 資本金≦5,000万円または従業員50人以下 

























































































                                                   
74 企業会計審議会（1998），「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する意見書（三 「連結キャッ
シュ・フロー計算書等の作成基準」の概要 2.資金の範囲（１））。 
75 友田（2012），26 頁。 













                                                   
77 友田（2012），29 頁。 
78 企業会計審議会（1998），「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する意見書（三 「連結キャッ































































































































































                                                   
79 武田隆二（2008），883～884 頁。 































































第 1 節 財務会計と税務会計の目的の相違 
 






 わが国の財務会計は，まず，会社法と，金融商品取引法の 2 つの法律により規定されて

































                                                   
83 これに税法（主として法人税法等）における税務会計を加えて，会計を 3 つの法律で規定しており，かつてはトラ
イアングル体制といわれていた。 
84 法人税には，「各事業年度の所得に対する法人税（法人税法第 21 条）」の他に「各連結事業年度の連結所得に対する
法人税（法人税法第 81 条）」，「退職年金等積立金に対する法人税（法人税法第 83 条）」の３つがある。本稿では，法
人税という用語は「各事業年度の所得に対する法人税」のみを指している。 
85 武田隆二（2002b），27 頁。 


























                                                   
87 武田隆二（1999），113 頁では，この平成 10 年の税制改正について，発生主義会計から権利確定主義ないし現金主
義への大きな旋回であり，「後戻り現象」であると批判している。 








90 日本税理士会連合会他（2013）4 頁。 

























































・X0 年に 9,000 赤字を計上（繰越欠損金額 9,000） 
・会計上の利益と課税所得金額は同じとする 
・繰越欠損金の繰越控除できる期限は 9 年 
・法人税等の実効税率は 40%とする 
・各期の償却限度額は 500 とし，残存耐用年数は 8 年（未償却残高 4,000）とする 
・各期の利益は 500 とする 

















 X1 年 X2 年 X3 年 X4 年 X5 年 
減価償却費 500 500 500 500 500 
税引前利益 500 500 500 500 500 
繰越欠損金充当額 -500 -500 -500 -500 -500 
法人税等 0 0 0 0 0 
当期純利益 500 500 500 500 500 
 X6 年 X7 年 X8 年 X9 年 X10 年 
減価償却費 500 500 500 0 0 
税引前利益 500 500 500 1,000 1,000 
繰越欠損金充当額 -500 -500 -500 -1,000 0 
法人税等 0 0 0 0 400 
当期純利益 500 500 500 1,000 600 
 X11 年 X12 年 X13 年 X14 年 X15 年 
減価償却費 0 0 0 0 0 
税引前利益 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
繰越欠損金充当額 0 0 0 0 0 
法人税等 400 400 400 400 400 













 X1 年 X2 年 X3 年 X4 年 X5 年 
減価償却費 0 0 0 0 0 
税引前利益 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
繰越欠損金充当額 -1,000 -1,000 -1,000 -1,000 -1,000 
法人税等 0 0 0 0 0 
当期純利益 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
 X6 年 X7 年 X8 年 X9 年 X10 年 
減価償却費 0 0 0 0 500 
税引前利益 1,000 1,000 1,000 1,000 500 
繰越欠損金充当額 -1,000 -1,000 -1,000 -1,000 0 
法人税等 0 0 0 0 200 
当期純利益 1,000 1,000 1,000 1,000 300 
 X11 年 X12 年 X13 年 X14 年 X15 年 
減価償却費 500 500 500 500 500 
税引前利益 500 500 500 500 500 
繰越欠損金充当額 0 0 0 0 0 
法人税等 200 200 200 200 200 
当期純利益 300 300 300 300 300 
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の償却がすべて終わる。X8 年までは毎期 500 の利益が計上されるが，X0 年に生じた繰越
欠損金を利益から控除できるので，課税所得金額はゼロとなり，法人税等の納税は発生し
ない。X9 年には 1,000 の利益が計上されているが，繰越欠損金の控除ができるので，同様
に法人税等の納税は発生しない。しかし，X9 年で繰越欠損金の繰越期間が終了するので，
その時の繰越欠損金 4,000 が期限切れを迎える95。X10 年からは利益が 1,000 であるので，





となり，法人税等の納税は発生しない。以後 X9 年までは同様に毎期 1,000 の利益を計上す
るが，繰越欠損金の控除を行うので課税所得金額はなく，法人税等の納税は発生しない。
X9 年で繰越欠損金はゼロとなる。X10 年からは繰越欠損金がないので，減価償却費の計上
を開始する。利益の額は 500 であり，法人税等は 200（500×40％）である。以後 X15 年
までの法人税等の合計額は 1,200 である。 







である。なお，現金及び現金同等物の期首残高は 500 とする。 
  
                                                   
95 期限切れとなった繰越欠損金は，期限切れの翌年以降の所得から控除することができず，切り捨てられる。ただし，
更生手続開始の決定や再生手続開始の決定，会社を解散した場合で一定の場合には，期限切れ欠損金を損金の額に算







 X1 年 X2 年 X3 年 X4 年 X5 年 X6 年 X7 年 X8 年 
税引前利益 500 500 500 500 500 500 500 500 
減価償却費 500 500 500 500 500 500 500 500 
小計 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
法人税等の支払額 0 0 0 0 0 0 0 0 
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
現金及び現金同等物の増加額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
現金及び現金同等物の期首残高 500 1,500 2,500 3,500 4,500 5,500 6,500 7,500 
現金及び現金同等物の期末残高 1,500 2,500 3,500 4,500 5,500 6,500 7,500 8,500 
 X9 年 X10 年 X11 年 X12 年 X13 年 X14 年 X15 年  
税引前利益 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000  
減価償却費 0 0 0 0 0 0 0  
小計 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000  
法人税等の支払額 0 0 400 400 400 400 400  
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000 1,000 600 600 600 600 600  
現金及び現金同等物の増加額 1,000 1,000 600 600 600 600 600  
現金及び現金同等物の期首残高 8,500 9,500 10,500 11,100 11,700 12,300 12,900  





 X9 年 X10 年 X11 年 X12 年 X13 年 X14 年 X15 年  
税引前利益 500 500 500 500 500 500 500  
減価償却費 500 500 500 500 500 500 500  
小計 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000  
法人税等の支払額 0 0 200 200 200 200 200  
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000 1,000 800 800 800 800 800  
現金及び現金同等物の増加額 1,000 1,000 800 800 800 800 800  
現金及び現金同等物の期首残高 8,500 9,500 10,500 11,300 12,100 12,900 13,700  








税等が 400，表３－２では X10 年より 200 計上されているが，法人税等の申告と納付は事
業年度終了の日の翌日から２カ月以内にしなければならない（法人税法第 74 条）ので，X10
 X1 年 X2 年 X3 年 X4 年 X5 年 X6 年 X7 年 X8 年 
税引前利益 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 
小計 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
法人税等の支払額 0 0 0 0 0 0 0 0 
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
現金及び現金同等物の増加額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
現金及び現金同等物の期首残高 500 1,500 2,500 3,500 4,500 5,500 6,500 7,500 
現金及び現金同等物の期末残高 1,500 2,500 3,500 4,500 5,500 6,500 7,500 8,500 
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年の法人税の納付による資金の流出は X11 年になる。 
 また，表３－１と表３－２では，法人税額が異なっているので，X11 年から法人税の納
付による資金の流出は，表３－３では 400，表３－４では 200 である。X15 年の現金及び




































否かの違いである。X1 年では，表３－１の利益は 500 である。また，表３－２の利益は 1,000
である。しかし，表３－１では，減価償却費を 500 計上している。減価償却費は資金の流
出を伴わない費用であるので，資金としては表３－１，表３－２ともに 1,000 の増加とな
る。これは X8 年までは同じである。X9 年では，表３－１の場合，減価償却費は 0 となり
利益は 1,000 となる。表３－２の場合も利益は 1,000 であるので，資金の増加額はどちら
も 1,000 となる。 
 X10 年以降では，表３－１の利益は 600 であり，表３－２の場合は 300 である。表３－












































                                                   
96 上西（2012a），3 頁。 
97 上西（2012b），156 頁。 
98 上西（2012c），49 頁。 
99 万代（2012），39 頁。 































                                                   
101 河﨑（2012a），7～8 頁。河﨑（2012b），601 頁。 





















・株主総会（第 295 条） 
・取締役（第 326 条第 1 項） 
・監査役（第 327 条第 3 項） 
・会計監査人（第 328 条第 2 項） 
・株主総会（第 295 条） 
・取締役（第 326 条第 1 項） 
・取締役会（第 327 条第 1 項第 1 号） 
・監査役（第 327 条第 2 項） 
・監査役会（第 328 条第 1 項） 
・会計監査人（第 328 条第１項） 
 
その以外の会社 
・株主総会（第 295 条） 
・取締役（第 326 条第 1 項） 
 
・株主総会（第 295 条） 
・取締役（第 326 条第 1 項） 
・取締役会（第 327 条第 1 項第 1 号） 



















 取締役会 監査役 監査役会 会計監査人 委員会 
取締役会  ○    
監査役     × 
監査役会 ○    × 
会計監査人  ○    




















（会社法第 337 条第 2 項）と定めている。 
 会計監査人は，株式会社の計算書類およびその附属明細書，臨時計算書類並びに連結計
算書類を監査し，会計監査報告を作成しなければならない（会社法第 396 条第 1 項）。それ




告しなければならない（会社法第 397 条第 1 項）。反対に監査役は，その職務を行うため必
要があるときは，会計監査人に対し，その監査に関する報告を求めることができる（会社



































条）。特例有限会社については，決算公告は要しない（整備法第 28 条）。 
公告の方法としては，官報，日刊新聞紙，電子公告がある（会社法第 939 条）。この決算
公告を怠った場合や不正の公告をした場合には，役員などが 100 万円以下の過料に処され







                                                   
104 品川（2012b）によると，制度発足後，6 年余りで 2,000 社に及ばないとしている（18 頁）。品川（2010），165
頁。品川（2014g），43 頁。 









































                                                   






























                                                   
108 日本政策金融公庫（2014b）。この融資制度は「中小企業会計関連融資制度」といわれ，各融資制度で定める金利
から－0.2%引き下げる制度である。（2014 年 10 月現在） 
109 日本政策金融公庫では 3 期分の決算書と法人税申告書を提出する。http://www.jfc.go.jp/n/finance/flow/a200.html 






















































































































































主資本等変動計算書と個別注記表である（会社計算規則第 59 条第 1 項）。つまり，会社が
作成する会計に関する書類は，貸借対照表（会社計算規則第 72 条～第 86 条），損益計算書
（会社計算規則第 87 条～第 94 条），株主資本等変動計算書（会社計算規則第 96 条），個別
注記表（会社計算規則第 97 条～第 116 条），附属明細書112（会社計算規則第 117 条）であ












                                                   
































 会社が代表者から 5,000 千円借入れを行うと，貸借対照表の短期借入金の額が 5,000 千







（借） 現金及び預金 5,000 千円 ／ （貸） 短期借入金 5,000 千円 
 























                                                   






表４－２ 2 期比較貸借対照表（負債の部）および損益計算書（一部抜粋） 
貸借対照表                            （単位：千円） 
負債の部 前期末 当期末 
長期借入金（金融機関） 150,000 135,000 
 











前期末で 150,000 千円であり，当期末が 135,000 千円であるので，金融機関に 15,000 千円
返済している。この場合，当期の資金の増加額は 10,000 千円であるのに対し，資金の流出
は 15,000 千円である。つまり，前期末と比べて資金が 5,000 千円減少していることになる。 
 それにもかかわらず，貸借対照表や損益計算書では 5,000 千円の当期純利益を計上し，
減価償却費を 5,000 千円計上していることが把握できるのみである。 
 以上の 2 つの例から，中小企業の利害関係者である株主と債権者の観点で，これまでの
財務諸表体系では把握できない情報があること考察したい。まず，表４－１の場合，経営
者（株主）は役員報酬により会社の利益を個人に移転させていることは認識できている。




































表４－３ 2 期比較貸借対照表（一部抜粋）とキャッシュ・フロー計算書 




















ュ・フローで，代表者から借入れによる収入が 10,000 千円あるので，キャッシュが 5,000
千円増加している。 




借方科目 前期末 当期末 貸方科目 前期末 当期末 


























15,000 千円マイナスである。つまり，資金としては 5,000 千円不足しているため，現金残
















第 25 条）。発起人は必ず 1 株以上を引き受けなければならないので（会社法第 25 条），会
社には少なくとも１名以上の株主が存在する。しかし，1990 年の商法改正以前は，株式会
















117 財務省（2013）では，平成 24 年度の調査で，法人企業の自己資本比率について，資本金 1,000 万円以下の法人で
は 12.2%であり，資本金が大きくなるほど自己資本比率が高まり，資本金 10 億円以上では 42.7%となっている。逆
に，金融機関の借入金の比率は資本金 1,000 万円以下の法人では 32.5%であり，資本金が大きくなるほど金融機関の





































                                                   
120 これらの金融機関の他に，中小企業が金融機関から融資を円滑に受けられるために，債務者企業の債務の保証を行
う信用保証協会も利害関係者である。 


















































2013 年 3 月 31 日をもって「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置













                                                   




24 年法律第 44 号）（以下，「中小企業経営力強化支援法」という）」が施行された。 











































② Debt Debt Swap（以下，「DDS」という）…金融機関が一般債権を返済順位の低い劣後
債などに切り替えるなどして，キャッシュ・フローの改善を図ること 













                                                   
126 中小企業庁（2014b）3 頁。 
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